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むすびにかえて
はじめに
　現代財政におけるケインズ主義的な財政政策の一環をなす公共事業の拡大
に伴う赤字国債の累積は，同時に地：方財政における地方債の累積問題を結果
としてもたらすことが知られねばならない。元来，戦後わが国の地方債の発
一29一
538
行は，地方財政法第5条に基づく一般会計における地方債の不発行主義，地
方自治法第250条及び同施行令第174条等による地方債発行の許可制のもとに
置かれている筈である。しかし，現代地方財政においては，このような国の
法的規制の構造とは逆説的に年々の地方債の発行とその膨大な累積となって
あらわれているのである。
　とりわけ，バブル経済崩壊後の国の景気対策のための公共事業の拡大政策
が地方自治体の歳出規模を肥大化させると共に，地方財政における補助事業
や特に単独事業の増大をもたらし，それに伴って地方債の政策的な許可に伴
う起債及び残高の著しい拡大をもたらしたことが知られねばならない。
　現代地方財政におけるストックとしての地方債の累積は，国家財政におけ
る赤字国債の累積問題と共に政府（中央・地方）財政危機の一一翼を構成する
に至っていることはいうまでもない。云いかえれば，それは，今日云われて
いるようなわが国政府間財政関係の改革をめぐって大きな焦点の一つとなっ
ている地方財政の分権化に向けての改革に逆行し，地方自治の基盤を掘り崩
す結果をもたらす恐れの強いことが知られねばならないだろう。
　現代日本の地方財政の歳出規模の肥大化と地方債の累積に見られるこのよ
うな新たな事態は，地方財政運営におけるこれまでのフロー分析の視座に加
えて新たなストック情報とストック会計への視座の確立を強く要請している
といわねばならない。
　地方自治体の財政諸指標については，これまで自治省の地方財政診断の指
標に用いられる各種の財政諸指標があり，また，地方債費比率や，起債制限
比率に見られる赤字再建団体申請要件の基準となる指標も知られていること
も事実である。
　一方，これに対し，近年，地方自治体のストヅク情報分析の必要性が会計
学老等から叫ばれると共に，一部の自治体で地方財政の会計におけるストッ
ク会計の確立に向けて，決算統計に基づいた賃借対照表の作成の試み等も見
られ出しているところである（1）。
一30一
地方債の累積と地方会計制度の改革（1）539
　政府の財政構造改革の下では，公会計におけるマネージメントのあり方
一独立行政法人化やエージェンシー化を含む　　が論議され，また，地方
自治体レベルではこれまで自治体経営論や都市経営論も叫ばれ出してから久
しいが，今日，この問題をどのように展望して行けばよいのか。
　本稿は，わが国の地方財政の肥大化と地方債累積の現状と背景，地方財政
の赤字財政危機のもとで進められている各自治体の行財政改革の現状を踏ま
えつつ，今後の地方財政運営におけるストック情報のあり方について検討を
加えると共に，分権化の基礎となるべき財務会計制度改革の方向について何
らかの示唆を得ることを課題とするものである。
1．地方債の累積とその背景
　現代の地方財政における地方債現在高の累積はきわめて顕著なものがあ
る。普通会計決算ベースでは，1995（平成5）年度末における地方債現在高
は，92兆8，636億円で，前年度末と比べると12兆4，087億円，15．4％増となっ
ており，4年連続して2けたの伸びとなった。
　過去20年間の地方債現在高の歳入総：額に対する割合の推移を見ると，1975
（昭和50）年度末では歳入総額のO．44倍，一般財源総額の0．88倍であった。
しかし，その後倍率は漸次拡大して行き，バブル経済期を中心とした一時的
な下降は見られたものの1992（平成4）年度頃から再び拡大し，1995（平成
7）年度末には歳入総額の0．92倍，一般財源総：額の1，79倍となっている。
　一方，地方債現在高を1995年度の目的別残高とその構成比について見る
と，表1の通りである。見られる通り，
　第1に，一般単独事業債の構成比の大きさが注目される。一般単独事業債
は，1977年度以降増大し，1995年度末には38．6％に達した。1995年度末の地
方債現在高92兆8，636億円，一般単独事業債の現在高は35兆8，744億円にも達
する。
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表1　地方債の目的別現在高 （1995年度末）
区　　　　　　分 都　道 府　県 市　　町 村 合　　計
?
一般公共事業債 8，210，26917．72，351，4055．110．56L67411．4
うち臨時公共事業債 2，736，3015．9 573，2281．2 3β09，5293．6
一般単独事業債 19，085，63341．016，788，72136．235，874，35438．6
公営住宅建設事業債 1，866，2044．0 2，765，8136．0 4，632，0175．0
義務教育施設整備事業債 99，5200．2 5，757，66012．45，857，1806．3
辺地対策事業債 ｝ 一 475，2811．0 475，2810．5
公共用地先行取得等事業債 1，390，1813．0 1，450，2213ユ 2，840，4023．1
災害復　旧　事業債 939，9742．0 578，9191．2 1，518，8931．6
新産業都市等建設事業債 1，043，80522 『 一 1，043，8051．1
一般廃棄物処理事業債 281，7110．6 2，964，3026．4 3，246，0133．5
厚生福祉施設整備事業債 336，4970．7 2，045，0244．4 2，381，5212．6
地域財政特例対策債 63，5670．1 3，973 0．0 67，5400．1
退　　職　　手　　当　　債 41，4600．1 6，954 0．0 48，4140．1
転　　　　貸　　　　債 207，3260．4 306，9210．7 514，2470．6
過疎対策事業債 一 一 L914，4674．1 1，914，4672．1
国の予算貸付・政府関係機
ﾖ貸付債 1，330，1172．9 378，0010．8 1，708，1191．8
地域改善対策特定事業債 829 0．0 464，4281．0 465，2560．5
減　収　補　て　ん　債　　　　　（昭和50年度分）
98，6820．2 7，147 0．0 105β290．1
財　　政　対　策　債 16，822 0．0 3，467 0．0 20，2890．0
財　源　対　策　債 1，393，8413．0 930，4422．0 2，324，2832．5
減　収　補　て　ん　債（昭和57・61・平成5・6・7年度分）
3，165，5476．8 558，912L23，724，4594．0
臨時財政特例債 3，571，1327．7 859，2601．9 4，430，3924．8
公共事業等臨時特例債 564，1621．2 183，8290．4 747，9910．8
滅　税　補　て　ん　債 829，7201．8 2，250，4384．9 3，080，1583．3
調　　　　整　　　　債　　（昭和60・61・62・63年度分）
871，2811．9 281，1850．6 1，152，466L2
都道府県貸付金 一 一 1，277，8342．8 1，277，8341．4
そ　　　　の　　　　他 1，091，4742．5 1，759，2113．8 2，850，6853．0
合　　　　　　　　計 46，499，754100．046，363，815100．092，863，569100．0
うち減収補てん債 4，428，2639．5 740，9391．6 5，169，2025．6
　注）『地方財政白書』平成9年版（1997）による。
　第2に，一般公共事業債が11．4％とつづいて多くなっている。1995年度末
10兆5，617億円に達する。
　第3に，これにつづいて義務教育施設整備事業債（6．3％），公営住宅建設
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事業債（5．0％）などが見られる。
　第4に，国庫補助負担率の暫定的引下げに伴い1985年度以降発行された臨
時財政特例債（4．8％），減収補てん債（4．1％），一般廃棄物処理事業債
（3，5％），公共用地先行取得等事業債（3．1％），減税補てん債（3．3％），厚
生福祉施設整備事業債（2．6％），財源対策債（2．5％）などが見られる。
　地方債現在高の借入土肥の構成比をみると，政府資金45．8％をトップに，
市中銀行資金31．2％，市場公募債7．8％，公営企業金融公庫資金6．5％となっ
ている。前年度との構成比の変動を見ると，政府資金及び準政府資金ともい
える公営企業金融公庫資金がそれぞれ1．8％ポイント低下，0．3％ポイント低
下となっている。一方，民間資金としての市中銀行資金は0．3％ポイント上
昇，また，市場公募債も0．1％ポイント上昇している（3）。．
　政府系資金から民間資金への地方債の借入先の移動は，地方債借入資金に
おけるポジション（金利，償還期限他）の悪化を意味しているといえる。
　地方財政における地方債借入残高の増大とあわせて，地方公共団体の行う
債務負担行為額の問題があり，この点もあわせ検討しておく必要がある。債
務負担行為とは，大規模な建物や構築物の建設事業（2～3年で終了するも
の）に用いる予算の会計年度独立の原則の例外措置で，地方公共団体が債務
を負担する行為につき，その行為の内容をあらかじめ定めておくものであ
る暁（地方自治法第214丁目。
　同行為に基づく翌年度以降支出予定額をみると，1995（平成7）年度末で
17兆4，670億円であり，前年度末（17兆1，988億円）と比べると2，682億円，
1．6％増となっている。
　ところで，このような地方債残高の著しい累積と拡大の背景とは何か。こ
の点については，ふつう4つないし5つ位の理由が上げられている。それ
は，
　第1に，地方財政の一般的傾向として石油危機と特にバブル経済崩壊後の
国・地方の財政収入の相対的な減少傾向であり，特に，所得弾力性の高い法
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人（個人）事業税を主力の税の一つに置いている都道府県の税収の相対的な
落ちこみが大きくなっていることである。この点では，法人（個人）市町村
民税を抱える市町村税収にもかなりの影響を与えている。
　例えば，地方歳入に占める地方税の割合は，近年やや減退の趨勢をもたら
していることは周知のところである。
　第2に，国・地方間の政府間の財政関係がもたらすいくつかの問題が横た
わっていることに注意すべきである。それは，
　①日米貿易摩擦と前川元日銀総裁によるいわゆる「前川レポート」などを
契機とする，わが国の景気対策，規制緩和と経済対策に伴う公共投資の拡
大，いわゆる前倒し政策のもたらす地方財政への影響である。国の景気対策
のための補正予算では，地方の単独事業を大幅に認めると共に，100％に近
い単独事業への起債を認めたことである。地方債の起債は政府の許可制のも
とでの文字通り起債の政策的緩和であり弾力化である。
　②地方財政計画における収支不足に伴う交付税特別会計（正式には「交付
税及び譲与税配付金特別会計」）の借入金及び地方公営企業において償還す
る企業債の内，経済負担区分の原則等に基づき普通会計が負担すべき借入金
残高の増大である。
　まず，前者の交付税特別会計の借入金では，1975年度以降の巨額の地方財
源不足に対処するため，1983年度までの各年度，1986年度，1992年度から
1995年度までに交付税特別会計から借り入れた借入金（地方負担分）が見ら
れる。また，先に述べた通り，地方公営企業において償還する企業債の内，
経費負担区分の原則に基づき普通会計がその償還財源を負担するものが見ら
れる。
　ちなみに，1995（平成7）年度末には地方債現在高92兆8，636億円のほか
に，交付税特別会計からの借入金残高（地方負担分）11兆6，857億円，企業債
残高（普通会計負担分）20兆2，125億円，計124兆7，618億円に達したのであ
る。
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　第3に，上記の点とも関連するが，地方財政における大規模プロジョクト
が目白押しに見られることである。これは，国の政策的要請や各府県間，都
市間の横並びの開発競争など一一地方空港，臨空（海）タウン建設をはじ
め，国体，県立大学，工業技術センター，架橋，博覧会開催，テーマパーク
開設，国際交流会館建設等一一となってあらわれている。
　第4に，上記とも関連しているが地方単独事業の増加であり，地方財政の
歳出規模の伸びをはるかに上回る伸びを示している。例えば，府県単独の道
路投資などもその一例であろう。
　地方債借入金残高，債務負担行為額等の著しい増大に対して，一方での地
方公共団体の積立金現在高の現状はどうか。財政の健全な運営を図るため将
来の財政需要に備えて積立を行っているが，1995（平成7）年度末の積立金
現在高を見ると18兆3，047億円で，1994年度に比べると7兆945億円，5．6％
減となっている。近年の厳しい財政事情を反映して3年間の連続の減少と
な：っている⑤。
　積立金は地方財政法第3条の4に基づくもので，年度間の財源調整を行う
ために積み立てられている財政調整基金は2．8％減と4年連続で減少し，地
方債の将来の償還費に充てるために積み立てられている減債基金は9．5％と
3年連続して減少している。また，将来の特定の財政需要に備えて計画的に
積み立てられているその他特定目的基金は4．6％減と前年度に引き続き減少
するなど，3基金の全てが減少していることである⑥。
　この内減債基金の減少については，地方債の償還に基金を活用したことt
また，財政調整基金及びその他の特定目的基金については，1994年9月に実
施された経済対策に歩調を合わせるための地方単独事業の積増し等をはじめ
とする公共事業等を積極的に推進するための財源としての基金の取り崩しを
行ったためである。
　上記に見る通り，地方財政におけるストヅクのポジションは，一方での地
方債借入金等残高の増大と他方での各種基金の取り崩しに見られる通り著し
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い悪化をもたらしているのである。
2．府県の財政ストック水準の悪化と行財政改革
　これを中国地方の各県，山口県，広島県と特に岡山県などの事：例につい
て，その財政事情の悪化と地方債残高の累積一いわばストック会計の悪化一
と緊縮型財政改革の現状について見ておこう。
　岡山県は，1995（平成7）年10月1日の国勢調査人口195万750人，財政力
指数などをもとにした府県財政の類型化（グループ化）ではCグループ（財
政力指数0．4～0．5の団体）となっている。一方山口県は，人口155万5，538人
（同年月日）で同じCグループに属している。一方，広島県は，Bグループ
（財政力指数0，5～1．0の団体）に属し，岡山県や山口県が財政力指数では中
位県に属するのに対比し，広島県は一段階上位の県に位置づけられている。
　ちなみにCグループ県の歳入総額に占める一般財源の平均割合は43．4％，
内地方税が20．0％，依存財源としての地方交付税21．9％，地方譲与税1．6％
（合計23．5％）となっている。一般財源の中で自主財源（地方税）に比べて
依存財源の割合がやや多い県の類型となっている。
　（1）岡山県財政の現状
　これを，まず，近年の道府県で財政のストックポジションの悪化の比較的
著しい岡山県を事例に，その財政の現状と行財政改革の課題について見よ
う。岡山県の普通会計における決算収支等を過去10年間（1986－1996年度）
について見ると表2の通りとなる。歳入歳出は1995年度の低下を除いてほぼ
順調に拡大している。
　（1）歳入歳出差引額（形式収支）は黒字で推移している。
　②　翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支も黒字で推移しているが，
　　1995，96年度はきわめて僅かの黒字にとどまっている。
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表2　岡山県の財政収支の推移（1986－1995，普通会計決算） （単位：百万円）
　　　　　　年　度区　分 1986 19871988 1989 19901 91 1992 1993 1994 1995 1996
歳入総額　（A） 537，534550，214 575，391628，823689，7007工5，521763，487 827，684 844，133 824，002 841，583
対前年比　％ 105．1 102．4 104．6 109．3 109．7 103．7106．7 ／08．4 102．0 97．6 ！02．1
歳出総額　（B） 532，551 541，058566，567610，824678，099 701，345 751，999 814，488 831，431 806，467 827，506
対前年比　％ 105．5 101．6 104．710 ．8 111．0 103．4 107．2108．3 102．197．0 ！02．6
歳入歳出差引額　⑥
@　　　　　　　㈲一（B） 4，983 9，156 8，82417，99911，60114，！76 ！1，48813，196 12，702 17，535 14，077
翌年度への繰越財源　Φ） 4，023 7，973 8，001 17，24910，863 13，392 10，763 12，194 12，537 17，488 14，012
実質収支　（E）
@　　　　　　（c＞一（D） 960 1，183 823 75｛〕 738 784 725 1，002 ！65 47 65
単年度収支　（F） △88 223 △360 △73 △12 △46 △59 277 △837 △118 18
積立金　＠ 1，227 718 676 715 860 2，743 826 3，020 864 536 455
積立金取崩し額　⑬ 6，404 770 676 715 1，000 一 一 一 3，158 407 702
実質単年度収支　（1）
@（功＋〔G）一αカ △5，265 171 △360 △73 △152 2，697 767 3，297△3，131 11 △229
注）岡山県財政課資料による。
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　（3）　したがって単年度収支（実質収支の対前年度比）もマイナスが多く
　　なっている。
　（4）積立金の取り崩し額は，積立金への繰り入れ額を例年上回り，1991～
　　1993年度の3年間を除いて取り崩しが進んでいる。
　（5）この結果実質単年度収支（単年度収支＋積立金一積立金取り崩し額）
　　は，上記3年間等を除いて殆んど赤字で推移している。
　以上の決算：収支の状況に見られる岡山県財政収支の悪化傾向は，表3に見
る通りその財政諸指標にもあらわれている。これを見ると，
　（1）実質収支比率（実質収支額を標準財政規模で除したもの）は1986年度
　　の0．4から1994年度以降0にまで低下した。
　（2）経常収支比率〔7）は，1988年度の75．4％から1996年度の90．1％にまで上
　　昇した。経常経費の内人件費の比率は48％台で変化はないが，扶助費の
　　若干の上昇（上記期間に1．4％→1．8％へ）と特に公債費の著しい上昇
　　（同上期間15．5％→22．4％へ）が原因していた。
　（3）公債費比率は1986年度の12．2％から1996年度の20．1％へと20％を超え
　　ている。公債費負担比率も同上期間16．0％→19．8％へと上昇を見てい
　　る。なお，起債制限比率もll．1％→15．5％へと上昇し，起債制限比率は
　　全国府県ワーストワンと云われている。
　（4）一般財源比率は1988年度の55．0から1996年度の47．4へと若干の低下を
　　見せている。
　　　なお経常一般財源比率は100％前後で推移している。
　（5）財政力指数（3年平均）は1990年代に入ると若干の低下傾向を示し，
　　1996年度（3年平均）で0．47514を示している。
　地方歳入に占める自主財源としての地方税の構成比は！989（平成元）年度
の29，7％から1996（平成8）年度の23．6％へと低下した。これに対し依存財
源の内一般財源としての地：方交付税も24．4％→22．3％へとやや減少，特定財
源としての国庫支出金は18．3％→18．3％へとほぼ同水準で推移した。地方債
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表3　岡山県の財政論指標
年　　　　　度 1986 19871988 1989 1990 1991 1992 19931994 1995 1996
標準財政規模　　　⑳ 257β73265，554 287，604324，G67353，432371，736373，！4G376，146372，722372，529 383，373
対前年比　％ 105．8 103．2 108．3 112．7 109．1 105．2 100．4 100．899．1 99．9102．9
実質収支比率　（E）／㈹ 0．4 0．4 0．3 0．2 0．2 0．2 0．2 0．3 0．0 0．0 0．0
経常収支比率 86．0 80．3 75．4 72．7 73．5 72．0 79．6 84．4 89．6 89．890．1
人件費 51．2 47．2 44．3 42．6 43．3 41．9 45．9 48．0 49．7 48．848．1
扶助費 1．7 1．6 1．4 1．2 1．1 1．1 1．2 1．1 L2 1．2 L8
公債費 17．8 16．8 15．5 14．4 14．0 14．3 15．917．1 19．3 20．6 22．4
公債費比率 12．2 12．7 12．5 11．6 11．6 12．6 13．6 14．7 16．5 18．5 20．1
公債費負担比率 16．0 15．7 14．2 13．2 12．6 13．0 14．3 15．216．1 18．1 19．8
起債許可制限比率 11．1 11．6 12．0 11．7 11．4 11．2 11．6 12．213． 14．3 15．5
一般財源比率 47．8 51．0 55．G 55．253．！ 55．7 49．4 45．343．5 46．5 47．4
経常一般財源比率 97．9 103．8 107．8 104．6 100．6 104．0 98．597．1 9 ．7 100．2 100．0
財政力指数（3年平均） 0．47435 0．47628 0．47307 0．46799 0．48262 0．49101 0．49526 0．49015 0．49296 0．48336 0．47514
単年度財政力指数 0．49847 0．46174 0．45899 0．48325 0．50561 0．48417 0．49601 0．49026 0．49262 0．46720 0．46561
基準財政収入額 114，752 110，467 118，963 140，396 159，256 161，515 165，672 165，245 164，125 156，358 160，232
基準財政需要額 230，207239，239259，182 290，524314，975　　　， 333，592334，011 337，056 333，169334，671 344，138
注）出典は表2に同じ。
?????????????（????
???
表4　県税の税目層別の推移（！986，1993－1997） （単位：百万円，％）
1986 1993 1994 1995 1996 1997　　年　呈
I　分 （10年前）伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 （当初） 伸　率
個人県民税 28，840 7．0 35，671 0．6 30，795△13．733，813 9．8 33，567△0．7 35，760 6．5
個人事業税 1，194 9．4 2，349△13．1 2，292△2．4 2，489 8．6 2，443△1．8 2，487 1．8
法人関係税 53，822△2．5 70，774△9．5 64，079△9．5 67，800 5．8 72，673 7．2 70，299△3．3
法人県民税 10，495 0．2 11，211△4．4 10，567△5．7 1L67510．5 12，592 7．9 12，597 0．0
法人事業税 43β27△3．1 59，563△10．453，512△10．256，125 4．9 60，081 7．0 57，702△4．0
地方消費税 12，077皆増
利子割県民税 15，346 16．3 19，129 24．7 13，268△30．6 7，595△42．8 7，545△0．7
不動産取得税 6，121 5．4 7，452△17．6 8，325 11．7 9，757 17．2 9，457△3．1 9，289△1．8
道府県たぼこ税 5，232 1．6 5，277 0．9 5，364 1．6 5，433 1．3 3，379△37．8
ゴルフ場利用税 1，987△1．8 1，937△2．5 1，809△6．6 L878 3．8 1，904 1．4
特別地方消費税 1，241△5．6 1，152△7．2 1，133△1．6 1，129△0．4 1，145 1．4
自　動　車　税 17，022 2．4 23，325 4．6 24，353 4．4 25，391 4．3 26，483 4．3 27，638 4．4
鉱　　区　　税 21 0．0 19 △12 18 △5．3 18 0．0 17 △5．6 17 0．0
狩猟者登録税 63 △7．4 50 △0．7 49 △2．0 48 △2．0 47 △2．1 46 △2．1
自動車取得税 5，602 11．1 8，370△4．8 8，593 2．7 9，440 9．9 9，758 3．4 9，762 0．0
軽油引取税 11，524 5．3 20，646 8．3 26，50428．427，364 3．2 27，995 2．3 28，692 2．5
入　‘猟　　税 46 △6．1 35 △0．9 35 0．0 34 △2．9 34 0．0 33 △2．9
たばこ消費税 4，986 11．4
娯楽施設利用税 2，076 6．5
料理飲食等消費税 5，442 6．2 7 △66．1 5 △28．6 3 △40．0 2 △33．3 2 0．0
県　　税　　計 136，759 2．5 192，504△2．5192，543G．0 197，731 2．7 198，511 0．4 210，0755．8
注）出典は表2に同じ。
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収入は同期間7．3％→18．0％べとかなりの拡大を見せている。
　これを，地方税収入の構成比の推移等について見ると表4の通りである。
みられる通り，自動車税，軽油引取税等の自動車関係税を除いて個人県民税
を含む大多数の税目に伸率の減少傾向が認められる。特に1993，1994年度の
法人事業税の落ち込みが大きかった。しかし，その後は僅かに回復を見せて
いる。法人事業税は税収の所得弾力性が高く，不況での落ちこみが大きく不
安定性のあることは周知のところであろう。
　県債残高の推移を表5によって見よう。1986年度の3，162億円から1996年
度の9，140億円へと10年間でほぼ3倍近くの増大となっている。この間，普
通会計歳出は約しO倍の伸びであった。なお，1996年度の普通会計歳出は
8，275億円なので歳出規模をやや上回る県債の累積である。なお，1992年度，
1993年度NTT債が若干見られた。
　表5　県債残高の推移　　　　　　　　　　　　　　　　（1986，1992～1997，億円）
　　　　　　　　年度
謨ｪ 1986 1992 ！993 1994 199519961997（当初）
通常の地方債 316，196527，177 632，087 728，574 817，407914，036978，619
Nτ田債 45，03420，760
地方債の計 316，196 572，211 652，847 728，574 817，407 914，036978，619
注）出典は表1に同じ。
一方，これに対する財政資金ストックとしての各種基金の状況を見よう。
表6　各種基金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　（1986，1992～1997，億円）
　　　　　　　年度
謨ｪ 1986 1992 19931994 1995 19961997（当初）
財政調整基金 7，98611，36314，383 12，09012，218！1，971 3，397
県債管理基金 18，93019，370 8，3148，4528，241 2，368
長期投資準備基金 6，92421β4422，490 16，0129，695 6，7736，617
その他の基金 21，74150，002 52，28651，81849，66747，86644，430
計（定額基金含む） 36，651101，639108，52988，23480，03274，85156，812
注）出典は表6に同じ。
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表6に見る通り各種基金（定額基金を含む）合計は1992年度の1，016億3，900
万円から1997年度当初には568億1，200万円へと約半分に減少する筈である。
特に財政調整基金，県債管理基金等の取り崩しが著しくなっている。
　なお，岡山県普通会計の歳出の内性質別経費の伸びを見ると，人件費等義
務的経費に比べて投資的経費の伸率友び構成比が増大してきている。例えば
1986年度から1996年度の間に義務的経費の構成比は46．6％→43．4％（内人件
費は35．2％→30．3％）に対して，投資的経費はこの期間32．4％→35．1％（内
普通建設事業費は30．8％→34．8％）に上昇している。
表7　岡山県の主な公共事業 （単位：億円）
事　　　　　業 総事業費 うち県負担分 備　　　　　　　考
県立大学 450 450全額
倉敷チボリ 474 240 融資や資本金を含む。他に借地代などで
今後150億円
マスカット球場 370 350
総合流通センター 290 290全額
瀬戸大橋 一 259．42 本四公団への出資金（97年度分まで）
苫田ダム 1227 25197年度までの支出額，事業中，建設省事：業
吉備高原都市 700 245 前期分，35％
県北流通センター 230 230事業中，全額
工業技術センター 202 202 テクノサポートと同じ施設，全額
岡山空港 381 ！90．5
岡南飛行場 230 180 事業中
健康の森 137 137 全額
　　　　　“tァーマース・マーケット 150 150 南北2つの施設，全額
児島湖流域下水道 598．86 132．5
県運転免許センター 109 109
注）岡山県資料により『中国新聞』が作成したものを参考に作成。一部修正した。ほかに西
　部アグリスポーツ公園，水島サロンなどもある。
　なお，普通建設事業等の増大は，過去10年間を中心とした岡山県の大型プ
ロジェクト等を反映するもので，この間，県立大学の設立，倉敷チボリ公
園，マスカヅト球場，総合流通センター，瀬戸大橋の架橋（出資金匠），吉備
高原都市の建設，苫田ダム，山北流通センター，工業技術センター，岡山空
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港の建設，岡南飛行場の整備，健康の森，ファーマーズ・マーケット，児島
湖流域下水道，県運転免許センター，西部アグリスポーツ公園，水島サロン
などが見られ，10年間で50件，4，500億円に達するといわれる（表7参照）。
　これらの大部分は，地元市町村の負担を伴うものもあるが，県の単独事業
で占められているところに特徴がある。
　（2）岡山県の行財政改革の方向
　このような状況の中で，岡山県は，1997（平成7）年8月28日，「岡山県財
政の中期展望の修正試算について」（8）を発表した。同年2月，県は「財政の中
期展望」を発表しているが，その後国が「財政構造改革案」をまとめ県の試
算の前提が変わったこととあわせ，県でもすでに行財政改革懇談会（会長高
橋克明）が何回か開かれ，県行財政の改革方策が検討され，今後の財政収支
見込みの精査が求められたからである。
　そこで，「一定の仮定のもとに国の構造改革の影響等を織り込んで県財政
の中期展望を修正」した試算の概要は次の通りとなっている。即ち，①地方
交付税は，国の特別会計からの借入金の縮減で地方への交付額の伸びが減少
すること，②県債は，財源対策債等の県債の発行の伸びが減少する，ことを
前提に，’97年6月末実績から’98年度以降の見込みを見直すと，1998年度～
2001年度間の収支不足額は1，849億円に達するとされている。この内訳は，
’97年2月の中期の収支不足見込額501億円に今回の修正後の収支不足見込額
1，348億円を加算したもので，修正額！，348億円の内訳では，地方交付税の減
343億円，県債の減1，070億円（県債起債制限比率は，’99年度19．9％の水準と
20％に近くなり地方債の抑制が必要とされるため），県税等の減67億円と一
方での公債費の減少額132億円（県債発行の抑制による）の差引になる数字
である（表8参照）。
　修正後の収支不足額は，’98年度381億円，’99年度444億円，2000年度491億
円，2001年度533億円に達すると見込まれている。
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表8　岡山県財政の中期展望の修正試算 （単位：億円）
区　　　分 ’98年度 ’99年度 2000年度 2001年度’98－2001年度計
修正後の収支不足A △381 △444 △491 △533 △1，849
（収　　支　　内　　訳）
’97年2月中期の収
x不足見込B △154 △140 △116 △91 △501
修　正　額　A－B △227 △304 △375 △442 △1，348
内訳地方交付税の減 △33 △77 △103 △130 △343
県債の滅 △193 △228 △298△351 △1，070
県税等の減 △1 △22 △21 △23 △67
公債費の減少 23 47 62 132
　注）1．県税等は，県税・地方消費税幽間清算金・地方譲与税の収入から税関係交付金
　　　　支出を控除したものである。
　　　2．岡山県財政課発表による。
　このような’98年度以降の収支不足の見込額は，財政再建団体の申請を必
要としこれへの転落が危惧される規模とされている。
　今後，岡山県は，不足額の解消に向けて財政調整基金の取三等の収入の確
保，歳出の見直しによる経費の節減，国への必要な臨時的財政措置の要望
等，考えられるすべての方策を検討するものとしている。当面の’98年度の
不足額の解消に当たっては，一般財源ベースで200億円以上の経費節減が必
要と考えられる。
　1997年10，月27日，岡山県行財政改革懇談会の答申が行われた。また，この
答申に基づき岡山県は行財政改革大綱を11月14日まとめた。
　今回の行財政改革の答申では，財政悪化の原因を「県が単独で実施する大
規模事業や公共事業などを積極的に実施し…その財源として多額の県債を発
行してきた」こと，「税収の伸び悩みにより，公債費の増加等が大きな圧迫要
因となった」こと，税収減を補充すべき「地方交付税も伸び悩む状況」が続
いていること，「平成4年度（1992）以降，国の経済対策として公共事業等が
大幅に増加し，それに伴い多額の財政負担を余儀なくされた」ことが重なつ
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たこと，さらに，’97年6月の国の「財政構造改革の方針が決定」されたこと
に伴う岡山県への影響などを指摘している（9＞。
　改革の方策の内，当面の平成10年度（1998）の対策として，1年間に220億
円程度の一般財源を削減することを目標に，大規模建設事業の見直し（削減
額約80億円），補助・単独事業の見直し（同約39億円），一般行政施策の見直
し（旧約70億円），内部管理経費の節減（同約20億円），人件費の抑制（同約
12億円）などを行う。
　また，歳入の確保のため，財源調整のための基金の取崩し，県有財産の処
分，特定目的基金の活用など臨時的な歳入の確保（170億円程度）を図る。
　その他，重点的な予算配分と平成！0年度（1998）の歳出抑制効果を，少く
とも3年間継続させる。また，中長期的な健全化への取り組みのため①大規
模事業等の優先順位づけ，施策の重点化，②補助・単独公共事業費の管理，
③一般行政施策についての不断の点検，④県設置施設の管理の効率化，利用
料の適正化1⑤組織，人員の効率的な体制の検討による人件費の削減，⑥外
郭団体の見直し，などを行うとしている。
　2．柔軟でスリムな行政システムの構築として1．組織面では，①本庁組
織の各部1課（室）の削減と新たな行政課題への対応，②時代に即応した出
先機関の検討，2．職員定数では5年間で1，300人程度の純減（知事部局職員
を5年間で350人程度純減，教育職員を5年間で950人程度純減），3．民間活
力の導入として，事務事業の外部委託，教育の公私比率の見直し，執行方法
の効率化を図ること，4．県民へのサービス向上策，5．職員の意識改革，
6．外郭団体（独自の定義のもとで）の見直し，7．156の審議会のあり方の
見直し，などを挙げている。
　ほかに，県民参加による開かれた県政の推進，地方分権型社会における県
と市町村の協働体制の確立，などを挙げている。
　行政改革の推進方法として，行政推進室（仮称）等を設置して進めるが，
「行財政改：革白書（仮称）」を作成して県民に公開すると共に事業評価システ
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ムの導入等を検討するとしている。
　上記の内，大規模建設事業や一般施策の見直し等の中身については省略す
るが，県立図書館・文書館，西部アグリスポーツ公園等当面3か年凍結する
ものが多くなっている。
　この最終答申をもとに，11月14日，岡山県がまとめた行政改革大綱では，
これに加えて現在の82課室体制を74課室にスリム化する県庁の組織・機構改
革案を示し，’98年度県予算案では，一般財源で221億円，予算全体（普通会
計）で512億円の削減をめざすこととしている。ただし，この案でも’98年度
予算に見込まれる一般財源の歳入不足381億円はかなり回避できてもそれ以
降の年度の赤字解消には国の財政支援（財政特例債等）（10）が不可欠で確かな
見通しはないとされている。
　（3）山口県の財政状況
　山口県の普通会計の財政収支を1986年度～1995年度までの10年間について
見ると表の通りである。
　（1）歳入額，歳出額共に順調に伸びており歳入歳出差引鞭も黒字で推移し
表9　山口県の財政収支（1986－1995年度，決：算，100万円）
　　　年度 1986 1987 1988 1989 19901991 1992 1993 ユ994 1995
歳入額　（A） 467，088 499，601514，351 559，470 597，8996 1，3！2687，695 741，366755，143789，553
歳出額　（B＞ 465，153 497，040 510，762555，310593，132 644，719 681，364730，596 747，57180，407
差　　引　⑥ L9352，561 3，589 4，1604，767 6，593 6，33110，7707，572 9，146
囚一（B）
翌年度に繰越 786 1，026 2，002 2，464 2，543 4，2495，0159，6576，403 7，449
すべき財源（功
実質収支 1，149L5351，587 1，696 2，224 2，3441β16 1，113 1，169 1，697（G）一（D）
実質単年度 △41 2，128 2，135 6，640 6，750 6，963 3，196△2，951 404△2，260収　　　　支
公債費比率 12．8 13．1 11．3 10．0 9．9 9．810．7 10．8 11．1 11．5
財政力指数 0，4420，4250，428 0，430 0，432 0，419 0，410 0，4150，420 0，420
注）山口県財政課資料による。
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　ている。
（2）実質収支も黒字であるが，実質単年度収支は，特に1993年度，1995年
　度と赤字となっている。
（3）公債費比率は，1995年度11．5％にまで上昇した。
（4）財政力指数はこの間，1986年度（3年間平均）の0．442からバブル経済
　崩壊直後の1992年度に0．410にまで落ち込み，1995年度0．420となってい
　る。いずれにしても，財政力指数による類型では岡山県と同様にCグ
　ループに属している。
（5）当初予算における財政収支の主な指標を見ると，表10の通りとなって
　いる。一般財源の当初予算歳入に占める比率は1986年度の55．2％から
　1996年度の49．1％にまで低下している（自主財源の割合は同期間に
　41．5％と殆ど変化していないが）。
表10　山口県の財政指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当初予箕，％）
　　　年度
謨ｪ
19861987 1988 198919 0 1991 19921993199419951996
一般財源 55．252．953．556．558．157．9 56．4 54．3 50．8 50．5 49．1
自主財源 40．1 39．340．640．54！．6 41．042．0 42．1 40．342．640．3
義務的経費 53．2 52．850．147．845．544．643．842．140．738．739．1
投資的経費 27．227．6 30．6 30．930．129．53L433．134．236．436．2
注）出典は表9に同じ。
（6）一方，性質別経費の内義務的経費は同期間に52．5％→41．1％へと削減
　された。しかし，投資的経費は同期間に27．7％→33．6％へと上昇した。
　これは，普通建設事業費の増大を反映するものであろう。
（7）ストック財政について見ると，表11に見る通りである。県債残高は，
　1986年度の2，931億5，300万円，1990年度の37兆2，501億円（NTT債を含
　む），1996年度には6，966億5，027万円に達した。これは，96年度当初予算
　（一般会計）7，553億9，700万円の92．2％に達する。
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表11山口県の県債残高と各種基金 （1986－1995，100万円）
　　　　　　　　　　　年度
謨ｪ 1986 1987 1988 1989 1990 1991992 1993 19941 95
1996
県　債　残　高
@　　　　　　〃
iNTT債を除く）
293，153
@　一
317，158
R11，069
337，103
R17，450
357，142
R23，656
372，501
R26，420
399，426
R40，038
432，824
R73，118
458，152
S31，866
497，056
@　一
589，605
@　一
680，665
@　一
財政調整基金
ｸ　債　基　金
蜍K模事業基金
4，053
Q，526
7，340
Q，651
9，847
Q，768
15，198
P6，413
U，500
20，198
R7，758
P1，915
22，860
U3，711
Q3，686
23，343
U7，994
Q7，580
19，067
U2，941
Q2，851
20，381
T7，257
P7，332
14，548
S5，752
Q，982
14，637
S3，936
@　
基　金　合　計 6，579 9，991 12，61538，111 69，871110，257118，917 104，85994， 7063，28258，573
注）1．山口県財政課資料による。
　　2．一般会計予算ベースによる。
　　3．1996年度の県債残高は2月補正後の数字である。
　　　1997年度当初予算の県債残高は744，793百万円に達した。
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　（8）一方，各種基金（財政調整基金，減債基金，大規模事業基金など）
　　は，1992年度（1，189億1，700万円）まで増加し，以降取り崩されて1996
　　年度末には585億7，300万円にまで減少した。
　（9）山口県の1996年度末の公債費負担比率は13．3％であり，起債制限比率
　　は9．6％なので，まだ岡山県に見られるような危険領域ではない。しか
　　し，漸次危険領域に接近しつつあることもまた事実である。
　山口県の！997年度の予算編成は，①実質的なシーリング廃止（施策的経
費）による経費の全面的見直し，②県債発行額の抑制（対前年比96．7％）な
どを骨子として進められた。山口県の1996年度末の県債残高は，先にも見た
通り6，966億5，027万円に達した。県では，1998年度以降の新長期展望の策定
とあわせて，これからの県財政のフレーム（歳入財源の動向，公債費等義務
的経費の見込み，施策的経費への充当可能額等）を全体的に見通した「中期
財政見通し」を作成し，今後の計画的な財政運営を目ざしている（図！参
照）。
　図1
億円
　1000
　800
公?
　600?
等
　4eo
200
山口県公債費の推移
噌L’『一・
　　　N　　　N　N ’職
　N　s　s
0
7　　　8　　　9
－s
＋公　債　費
一■一減債基金残高
10　11　12　13　14　15
　　年　度
注）山口県「中期財政見通し」による推計。
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　（4）広島県の財政事情
　広島県の財政事情も次第に厳しくなっている。同県財政課によると’97年
9月末の公債残高は1兆450億円，これは同年度当初予算規模1兆678億円の
98％に近いものとなっている。
　広島県の財政状況の内’　96年度決算における公債費比率は14．2％，起債制
限比率は10．3％であった。岡山県に比べるとなお数字に余裕はあるといえる
が，広島県の公債費比率がかなり上昇したことは間違いない。
　県は，’97年10月「財政健全化計画」を作成した（ll）。この計画に基づき広島
県は，’98年度の予算編成方針を策定したが，①単独公共事業を’97年度実績
の85％以内に抑制する（財政健全化計画では5年間で半減することを定めて
いる）。②効率的な行政運営と徹底した事業見直しを進めるが，事業の重点
化を図るため41事業を指定して個別に上限を定めた。それ以外の事業は一律
に’97年度実績の90％に抑えることとしている（12）。
　（5）大阪府の財政事情
　大阪府の財政も，関西空港建設やベイエリア開発など大型公共プロジェク
トの影響などで厳しくなっている。’96年度末決算では，公債残高（普通会
計）3兆138億8，200万円，同年度当初予算2兆6，426億300万円と当初予算額
を上回る公債残高である（13＞。しかし，同年度の公債費比率10．9％，起債制限
比率7．9％となお数字の上では危険領域には達していない。
3．自治体の財政力指標とストック情報の確立
　（D　地方自治体の財政力諸指標の現状
　以上のような地方自治体の財政における地方債の累積に見られるストック
ポジションの悪化は，自治体の財政力諸指標のストック面からの見直し，公
共事業の評価システムのあり方，地方自治体における複式簿記の導入やス
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トック会計システムのあり方への検討を強く要請してきているといえる。
　元来地方自治体における起債については，地方自治法第250条及び同施行
令第174条等によって「当分の間」許可制をとっていることはすでに述べた
ところである。しかし，このような許可制も，今日，バブル経済崩壊後の国
の景気政策・公共事業の前倒し政策を通じて補助事業の拡大→地：方交付税等
によるウラ負担の拡大ないしは補助金と連動した起債の緩和政策となって結
果している事実は，起債統制政策下のわが国地方財政をめぐる一つの“逆
説”となっていることもまた否定できない事実であろう。地方自治体におけ
る補助事業及び単独事業を通じた起債の拡大は，公共事業拡大政策の要の一
つともなっているのであり，云いかえれば，それは，わが国政府間財政関係
における集権的財政統制の一つの帰結であるとも云えるものであろう。例え
ば過疎債・辺地債等に代表される特例債の元利金の一部が地方交付税の基準
財政需要額に算入される事実も，この関係をより複雑にし，また起債の拡大
を安易に容認して行く結果ともなっている。それは，当該地域住民との関係
で云えば地方財政のアカウンタビリティ（accountability）の確立にとっては
大きなマイナス要因となるものであろう。
　そこでまず，自治体の財政診断（財政分析）を行う際の諸指標の内ストッ
ク情報との関連を中心に見ておこう。ふつう自治省等が各自治体の財政診断
を行う際に用いている財政諸指標には，（1）財政力指数，のほかに（2）実質収支
比率，（3）経常収支比率，（4）経常一般財源比率，この比率に関連する（5）投資余
力，⑥公債費比率，（7）起債制限比率（又は地方債許可制限比率），（8）公債費負
担比率，⑨債務負担行為，（1①基金等があることは周知のところである。そこ
でこれらの諸指標について改めて紹介し（14），その中身についてストック情報
指標の観点から若干のコメントを加えておこう。
（1）財政力指数
　　地方交付税法（昭和29，法律第211号）の規定により算定した基準財政収
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入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去3力年間の平均値をいい，
以下の計算式で表わされる。
難副奎謙叢難難ll撫怪
〈コメント〉
　地方交付税における基準財政需要額は，地方公共団体が妥当かつ合理的
な平均的水準で行政を行った場合に要する財政需要を示す額とされてい
る。財政力指数は1に近く，あるいは1を超える程財源に余裕があるもの
とされている。現行制度では，公共事業に関わる経費について国の負担割
合の引き上げ適用団体を定める基準に用いられる等，国の各種財政援助措
置を行う場合の財政力の判断指数とされている。基準財政収入額の算定
は，わが国では地方税の標準税率で算定された当該年度の収入見込額の
100分の80（都道府県）ないしは100分の75（市町村）なので現実の財政力
を示すには未だ少し余裕がある数字とも見られるが，一つの参考指標では
あっても，自治体のストック水準を直接示す指標とはいえない。
（2）実質収支比率
　　標準財政規模に対する実質収支額の割合を実質収支比率といっており，
　次の算式で表わされる。
　　　　　　　　　　実質収支額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　（％）　　　　　　標準税収入二等＋普通交付税額
　　ここで，標準財政規模は，標準税収入額等に普通交付税額を加えたもの
　であるが，実質収支額が黒字の場合の比率は正数で，赤字の場合は負数で
　表わされる。経験的にはおおむね標準財政規模の3～5％程度が望ましい
　と考えられている。
　　実質収支は，歳入歳出差引額（型式収支）から翌年度へ繰り越すべき財
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源すなわち継続費逓次繰越，繰越明許費繰越，事故繰越，事業繰越，支払
繰延に伴い翌年度へ繰り越すべき財源を控除した決算額とされている。形
式収支に発生主義的要素を加味し債務要素（翌年度への繰越額など）と債
権要素（翌年度への繰越額に係る未収入特定財源等）を加減した実質的な
収入と支出との差額である。
〈コメント〉
　実質収支は，地方自治体の財政運営の良否を判断する重要なポイントを
なすものである。この恒常的な赤字は，自治体のストックポジションの悪
化とも関連を有するものではあるが，そのものを示す指標ではない。ま
た，一方で黒字が多いほど良いともいえるものでもない。地方自治体は，
住民への公共的サービスや社会資本ストック充実の責任があり，黒字の額
が多い程，つまり純剰余金が多いだけではその財政運営の良否を判断でき
ないからである。経験的には標準財政規模の3％～5％が望ましいとされ
ている。
（3）経常収支比率
　　当該地方自治体の財政構造の弾力性が測定する比率として用いられてお
　り，次の数式で求められる。
　経常経費充当
　一般財源の額　　　　　　　　×　100　（906）経常一般財源の額
　人件費，扶助費，公債二等の義務的経費に地方税，地方交付税，地方譲
与税等の一般財源がどの程度充当されているかをみることにより，財政構
造の弾力性を判断する指標として用いられる。
　経常収支比率はおおむね70～80％の間に分布するのが普通である。
〈コメント〉
　経常収支比率が8Q％を超える団体については，その原因を究明し，経常
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回忌の抑制に努めねぽならない。その意味では，この指標は，財政のフ
ローに関わる指標であろう。ただ，財政構造の硬直化傾向は，結果として
ストックの水準にも影響を与えるので，ストック指標と無関係の指標とは
いえない。
（4）経常一般財源比率
　　標準財政規模に対する経常一般財源の割合をいう。経常一般財源は，毎
　年連続して経常的に収入される財源のうち，その使途が特定されず自由に
　使用し得る収入で，普通税，地方譲与税，普通交付税，娯楽施設利用税交
　付金，自動車取得税交付金，軽油引取税交付金，交通安全対策特別交付
　金，国有提供施設等所在市町村助成交付金並びに経常的に収入される使用
　料，手数料，財産収入及び諸収入のうち使途の特定されないものをいう。
　また，標準財政規模は，交付税における需要，収入計算を基礎として算定
　される標準的な経常収入の規模を表わしている。
　　経常一般財源比率は，
　　　　　　　経常一般財源収入額　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　（50）6）　　　　　　　　標準財政規模
　で表わされ，この比率が100を超える度合いが高い程経常一般財源に余裕
　があり，歳入構造に弾力性があるとされている。
〈コメント〉
　　この比率も経常収支比率と同様な性格を有している。フローの概念であ
　るが，数字が100を下回る財政力の弱い団体は，ストック水準でも悪化を
　もたらすと予測される。
（5）投資余力
　　経常一般財源から経常経費充当一般財源を減じた額である。したがっ
　て，
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　　　　　経常一般財源一経常経費充当一般財源
の式であらわされる。財政診断に用いる一指標で，一般財源の経常経費以
外の投資分野への充当余力を示すものである。
〈コメント〉
　この指標も直接ストック水準を示すものとはいえないが，ストック水準
との相関性は認められる指標である。
（6）公債費比率
　　地方自治体の借り入れた地方債は，毎年度定められた条件に従って，元
　金の償還及び利子の支払が必要となり，これに要する経費の総額を公債費
　という。この公債費の一般財源に占める割合を公債費比率という。
　　公債費比率は次の算式によって求められる。即ち
　　　　A一　（B＋C）
　　　　　　D－C
　A…当該年度の普通会計に係る元利償還金（公営企業債分及び繰上償還分
　　　を除く）
B…元利償還金に充てられた特定財源
C…普通交付税の算定において災害復旧費，特定債償還費，辺地対策事業
　　債償還勲等として基準財政需要額に算入された公債費（一部事務組合
　　の地方債に係るものを除く）
D…次の算式によって求められた当該年度の標準財政規模
　　　　　　　　　　地方道路譲与税
　　　　　　　　　　特別とん譲与税
　　　基準財政収瀬鼎襲講税
　　　　　　　　　　航空機燃料譲与税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊昭和58年後から　　　　　　　　　　交通安全：対策特別交付金＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制度化された
　　　　　　　　　　　　　　　＠
・「舗翻！80］＋④借鮫付税の三
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〈コメント〉
　公債費は，将来の世代のための社会資本の建設に資するが，その増加
は，一面で将来の住民に負担を強いることとなり；地方債許可方針におい
ては公債費比率の高い団体にはその程度に応じて起債を許可しないか制限
するものとしている。その限界値は20％程度とされている。この比率は，
社会資本のあり方ともかかわっており，また，公債残高と利子負担の状況
とも関連しており，資金ストックの状況を知る上でも関連する指標であろ
う。
（7）起債制限比率（地方債許可制限比率）
　　1977（昭和52）年度の地方債許可方針から前述の公債費比率の算定方式
　に改正が加えられて設けられた。即ち，地方交付税の算定において事業費
　補正により基準財政需要額に算入された公債費を除外するため，公債費比
　率に一定率を乗じて得た比率の過去3年二間の平均であり，次の算式で表
　わされる。
　　　　　　A一　（B十C十E）　　　　　　　　　　　　　　　×100　（％）　　　　　　D一（C＋E）
　　　　　　（過去3年度の平均）
　E…普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入さ
　　　れた公債費（普通会計に属する地方債に係るものに限り，一部事務組
　　　合の地方債に係るものを除く）。
〈コメント〉
　　地方債許可制限比率が20％以上30％未満の団体については，原則とし
　て，一般単独事業債及び厚生福祉施設整備事業債を許可しないこととして
　いる。30％以上の団体については，一般事業債を許可しないことにしてい
　る。いずれにしても，公債費比率については20％以上，起債制限比率が
　16％以上に達した団体は，財政再建団体の適用申請が要請され，申請を通
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じてこれへの転落が予想される団体となる。この場合，人件費等のアップ
の凍結はもちろん新規事業の起債制限による差し止めも行われる。地方債
現在高と共にストック指標を見る上で重要な指標の一つであろう。
（8）公債費負担比率
　　一般財源総額の中に公債費充当一般財源がどの程度あるかを見る指標で
　あり，1次の算定式で表わす。
　　公債費充当一般財源（千時借入金利子，転貸債及び繰上償還額を含む）
　　　一般財源総額
　×100　（％）
〈コメント〉
　財政構造の弾力性を判断する指標の一つであり，この比率が高くなって
いる場合には，将来の財政硬直化の一因となるので新規起債を配慮する必
要があり，やはり財政ストックに関連する指標の一つといえよう㈹。
（9）債務負担行為
　　歳出予算の金額，継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内における
　ものを除くほか，地方公共団体が債務を負担する行為について，その行為
　の内容として定めておく（地方自治法第214条）ものであり，また予算の一
　部として議決しておく（同法第215条）ものである。地方公共団体の長が支
　出の原因となる契約その他の行為をすることで，これに基づく予算の執行
　は，当該会計年度に限られる。
〈コメント〉
　　債務負担行為は，継続費予算とあわせ，予算の会計年度独立の原則に対
　する例外措置である。大規模な建物や構築物の建設など2～3年で終了す
　る事業によく用いられるので地方債現在高に準ずる債務行為の一つと考え
　られ，ストック面からも重要な指標と考えられる。
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⑩　基金
　　特定の目的のために財産を維持し，資金を積み立て又は定額の資金を運
　用するために設けられた資金又は財産をいっている（地方自治法第241条
　①），基金には（1）地方財産法第4条の3による財政調整積立金，災害救：助
　法第37条による災害救助資金など法律で義務づけられたもの，（2）地方公共
　団体が条例によって任意に設置することができるもの，の2つがある。一
　方，その性格としては，①特定の目的のために財産を維持し・，資金を積み
　立てるために設置されるもの（地方債償還積立金＝減債基金や長期投資準
　備基金，学校林など），．②特定の目的のために定額の資金を運用するため
　に設置される各種の運用基金等がある。基金の管理は，地方公共団体の長
　の権限のもとで行われる。
〈コメント〉
　　基金は，まさに自治体の資金ストヅク指標の中核の一つといえる。地方
　自治法第241条に基づく基金は，地方財政調整基金（又は積立金）のよう
　に，健全で安定的な財政運営を行うために設けられている。その運用は，
　金融機関への預金及び国債，公営企業金融公庫債等の証券の買入れ等の確
　実な方法によって運用すべきこと（地財法4の3③），その運用益はすべ
　て積立金に繰り入れなければならないこと（同条②）とされている。しか
　し，今日，低金利時代を迎え，その運用の果実はきわめて乏しいものと
　なっており，また，地方財政危機のもとで基金の取り崩しを行わざるを得
　なくなった自治体が増加しているのは，先に，岡山県や山口県の事例で見
　た通りである（次号につづく）。
注
（1）例えば，岐阜県高山市や熊本県などで試みられている。
（2）自治省財政局『地方財政白書』平成9年差（1997），35ページ，36ページ。
（3）同上，38ページ
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（4）債務負担行為は，後にもふれるが，①数年度にわたる建設工事，土地の購入等の場合
　のように翌年度以降の経費支出が予定されているものと，②債務保証又は損失補償の
　ように債務不履行等の一定の事実が発生しtときに支出されるもの，とに大別されて
　いる。r地方財政白書』平成9年版，41ページ
（5）前掲『地方財政白書』41ページ
（6）同上，42ページ
（7）その算定式は後述。
（8）岡山県財政課発表による。
（9）　r岡山県行財政改革懇談会答申』（1997年10月27日）による。
（10）　r朝日新聞』1997年11月15日。国の財政支援としての財政特例債の発行は，県債残高
　の累積をさらにもたらすこととなろう。
（11）広島県「財政健全化計画」平成9年（1998）10月による。
（12）　『中国新聞』1997年11月21日付。
（13）大阪府財政課より聞きとり。
（14）以下の財政諸指標の説明については，r改訂地方財政小辞典』，ぎょうせい，1986年，
　地方財政調査研究会編r新訂財政分析』ぎょうせい，1978年初版，等を参照した。
（15）地方債の許可条件にはほかに，起債充当率がある。これは，地方債の許可予定額を決
　定する場合，事業の種類によって，その事業の地方負担額に一定の率を乗じて算定する
　こととされているものである。一事業に充てられる他の財源（地方交付税等を含む）と
　地方債の合計額が総事業費を超えないように定めることを原則としている。
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The Accumlation of Local Debt and
the Reform on the System ofAccounts
in Local Public Finance
Chuji Sakamoto
Abstract
Recently in Japan, we found much public debt in local public finance.
In this treatise, we refer to some backgrounds of current increase of
local debt, and analyze the present situation of Okayama Prefecture.
We also investigate the financial structures of Yamaguchi Prefecture,
Hiroshima Prefecture and Osaka Prefecture.
Following these analyseis, we suggest the necessity to introduce the
system of stock-accounts including double entry bookkeeping in local
public finance.
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